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研究成果の概要（和文）：社会科の教科内容の体系的構成を提案した。従来，地理・歴史・公民の３分野で成り
立っている社会科の教科内容を「存在」の次元と「価値」の次元とに区別し，存在の次元における「空間系」と
「時間系」とを区別したうえで，空間・時間的存在の次元と，人格および公共善にかかわる価値次元との相互関
係のうえに教科の内容の体系性を構成するという構想を提案し，このような概念構成に基づいて教科内容を深く
理解し，子どもの「よりよく生きる」力を育み，社会参加への実践を促すという基本的方向性を示した。その上
で本研究ではこのような教科内容の体系に立脚して具体的事例に即した教材研究・開発をおこなった。

研究成果の概要（英文）：Our study proposed a systematic construction of subject content of social 
studies. A new concept holds that the thematic content of social studies, which is still compiled 
from the fields of geography, history, and education of citizenship, differs in two dimensions, i
e., “existence” and “value.” The dimension of “existence” further differs into two forms of 
social phenomena, “spatial systems” and “temporary systems.” We propose a theory for the 
systematic construction of the subject content of social studies based on the interrelationship 
between temporal and spatial forms and value, for promoting both individual and common good. Our 
study identified the primary trajectories for promoting children's personal abilities to “live 
better” and encouraging participation in public life. By following this system, of the construction
 of subject content in social studies, we examined the use of educational materials in specific 
cases.

研究分野： 宗教教育、宗教学、社会科教育、仏教学
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１．研究開始当初の背景 
日本の教育の在り方を再考するうえで，現代
社会におけるグローバル化の進展と，それに
対応する知識基盤社会の形成という現代的
課題に対応するかたちで日本の学校教育の
在り方の見直しの必要性が指摘されて久し
い（加藤 2000）。その際，特に強調されてき
たのが，次世代をになう子どもの「学力」の
育成に直接的にかかわっているそれぞれの
「教科の内容」の在り方を再検討するという
課題であり，具体的には，教員養成大学・学
部での「教科専門」科目の教育内容を再吟
味・再構築するという課題である（西園・増
井 2009）。このような課題が提起された背景
として指摘されてきたのが，教員養成課程で
の教科専門教員による授業内容が，一般大学
の専門諸学部・諸学科での学術的分類によっ
て細分化された個別諸科学の専門性に依拠
してきたために，教科専門の授業内容が小中
高の学校現場での児童・生徒の基礎的学力お
よび理解能力の育成という課題に応えるも
のであるのかどうかという点である。すでに
文部科学省は，教員養成大学・学部において
「一般学部とは異なる教科専門科目の在り
方についての研究が，より推進されること」
が期待されており，「子どもたちの発達段階
に応じ，興味や関心を引き出す授業を展開し
ていく能力の育成」としての「教科専門の専
門性」の解明が課題であると指摘している
（文部科学省高等教育局裁定 2001）。これら
の課題を真摯に受けとめるかたちで，これま
でいくつかの教員養成大学・学部では，さま
ざまな調査・開発研究が展開されてきた。こ
の課題に先導的に取り組んできた研究者の
ひとりである西園芳信は，「教科専門と教職
専門とを架橋する新たな領域をつくること
ではなく，現在の教科専門の科目を教育実践
の観点から捉え教員養成の『教科内容学』と
して構築すること」が重要であるという立場
を打ち出し，新たに教育実践の観点から「教
科内容学」を構築するという課題を提起した
（西園 2013）。こうした方向性に立脚して「日
本教科内容学会」が発足し，現在にいたるま
で活発な研究を展開し，各教科の教科内容の
「体系性」が焦点化されている（西園 2016）。
他方，こうした教科専門の在り方の見直しと
いう取り組みと並んで教員養成課程におけ
るそれぞれの教科にかんしてカリキュラム
の内容を担っている教科専門と教科教員の
教員同士の相互関係の再構築という課題，お
互いがどのような協力関係を取り結ぶべき
なのかという課題が切実な問題となってい
る。こうした諸課題に応えるかたちで，上越
教育大学の社会科研究グループでは，教科専
門と教科教育の双方の研究者が緊密に連携
するなかで，これまで個別分野における両者
の協働の在り方を模索してきた（浅倉 2002；
小島 2012；志村・堀健 2017）。さらにその一
環として，上越教育大学の研究グループは，
鳴門教育大学，兵庫教育大学の研究者ととも

に教科専門と教科教育を架橋する新しい
教育研究領域としての「教科内容学」の構
築という課題設定のもとで，シラバス案を
含む具体的な「社会科内容学」構成案を提
案した（下里ほか 2011）。その際，重視さ
れたのは，従来の教科専門を人文・社会系
専門諸科学の最新の成果と方法に立脚す
ることで，「社会科」の教科専門の在り方
を統合的に再構成するという課題，いいか
えれば，個々の教科専門に対するメタ次元
における新たな教育研究領域として「社会
科内容学」を固有の認識論に立脚して理論
的に開発するという課題であった。このこ
とは，教員養成課程における教科専門の研
究者が，学術的（アカデミック）な分類に
もとづく教科専門に固有の内在的論理を
発展させるかたちで自己の教育研究内容
を子どもの現実と現代的課題に対して積
極的に対応させることによって自律的に
自己改革・自己改造することを意味してい
る。いいかえれば，個別諸科学の専門的研
究者が，教科教育の専門家との協働作業の
なかで，グローバル化時代の知識基盤社会
の構築という新たな国民的要請に応える
ことができるような，子どもたちのより総
体的で実際的な学力の育成という高次の
目的の観点から，自己の個別の専門性をメ
タ次元で再定義し，自ら「社会科」という
総合的な知識の学問的統合（構造化・体系
化）の課題を担うことを意味している。こ
のような課題意識にもとづいて，この研究
グループは，「社会科」の理論的内容を構
成するべき，①過去と現在の「社会的現実」
を認識するための中心概念，②未来におい
て構想・実現されるべき「社会的価値・理
念・規範」（子どもの関心・意欲・態度に
おける志向対象としての）にかかわる中心
概念，そして，③これら現実認識と理念的
志向との相互関係と両者の統合（すなわち
生活実践）のあり方を「社会科の教科内容
の構成原理」の問題として解明し，それら
に立脚して教員養成大学の授業内容を開
発するという本研究課題を設定した。 
参照文献：浅倉有子編(2002)『歴史表象と
しての東アジア──歴史研究と歴史教育
との対話』清文堂。加藤章編(2000)『21 世
紀地球社会と教師教育ビジョン』教育開発
研究所。国立教員養成大学・学部，大学院，
附属学校の改革に関する有識者会議
（2017）「教員需要の減少期における教員
養成・研修機能の強化に向けて -国立教員
養成大学・学部，大学院，附属学校の改革
に関する有識者会議報告書」。小島伸之編
(2012)『平成 22-23 年度上越教育大学研究
プロジェクト「近現代社会の基本的価値に
関する社会科教材開発」報告書』上越教育
大学。志村喬・堀健志編(2017)：『教科内
容・教科教育・教育実践を横断した PCK
（Pedagogical Content Knowledge）研究
による教師の専門職的力量の構造の解



明：平成 27～28(2015～2016)年度上越教育大
学研究プロジェクト報告書』上越教育大学。
下里俊行・梅津正美・中村哲・志村喬(2011)
「『社会科内容学』構成案」『平成 22─23 年
度文部科学省先導的大学改革委託事業研究
成果報告書─教科専門と教科教育を架橋す
る教育研究領域に関する調査研究』上越教育
大学。西園芳信・増井三夫編(2009)『教育実
践から捉える教員養成のための教科内容学
研究』風間書房。西園芳信(2013)「教育実践
の観点から捉える教員養成としての『教科内
容学』の考え方」『Synapse』24。西園芳信
(2016)「各教科の教科内容の体系性の提案
を」『日本教科内容学会誌』2-1，2016。文部
科学省高等教育局裁定(2001)「今後の国立の
教員養成大学・学部の在り方について」。 
 
２．研究の目的 
 本研究は，21 世紀のグローバルな知識基盤
社会の構築という国民的課題を念頭におい
て，絶えず時代の変化の影響を受けている子
どもの日常的現実を見すえながら，最新の人
文・社会系専門諸科学の成果と方法に立脚し
て，教員養成大学における教科専門と教科教
育を架橋するために「社会科の教科内容構
成」の在り方に関する基礎的な調査と開発研
究をおこなうことを目的とした。具体的には，
「社会科」の理論的内容を構成する３つの側
面，つまり，(1)社会認識にかかわる主要な
理論的中心概念（地理的・歴史的・公民的諸
概念），(2)社会理念にかかわる主要な実践的
中心概念（社会科における価値・規範概念），
そして，(3)両者の相互関係と統合・体系化
の在り方（社会科の構成原理）を解明し，最
終的には，(4)教員養成課程における新しい
独立した教科専門の授業科目「社会科内容構
成」の授業案・教材を開発することを目指し
た。 
 
３．研究の方法 
(1)教科専門分野における国内外の先行研究
の分析にもとづき国内の専門家に対する聞
き取り調査をおこない、(2)各教科専門分野
に即して海外の専門家に対する聞き取り調
査をおこない、(3)各教科専門分野に即して
小学校「社会科」の内容構成に関する構成原
理案を作成した。(4)調査分析項目は以下の
通り。①主要な教員養成大学・学部の教育課
程での小学校「社会科」に関する免許科目授
業シラバス等における地理的内容・歴史的内
容・公民的内容の主要な概念の析出と，それ
らを小学校「社会科」の教科内容として統合
する原理（社会科の目的と構成要素）の分析。
②主要な教員養成大学・学部の教育課程での
中学校「社会科」に関する免許科目授業シラ
バス等における地理的分野・歴史的分野・公
民的分野の主要な概念の析出と，それらを中
学校「社会科」の教科内容として統合する原
理（社会科の目的と構成要素）の分析。③主
要な教員養成大学・学部の教育課程での高校

「地歴科」「公民科」に関する免許科目授
業シラバス等における地理的内容・歴史的
内容・公民的内容の主要な概念の析出と，
それらと中学校「社会科」の教科内容とし
て統合する原理（社会科の目的と構成要
素）との比較分析。以上を踏まえて小学校
「社会科」，中学校「社会科」，高校「地
歴科」「公民科」の教科内容と，教員養成
大学・学部における教科専門科目を統合す
るための原理について考察した。 
 
４．研究成果 
①社会科の教科内容の体系的構成にむけ
て，従来，地理・歴史・公民の３分野で成
り立っていた社会科を，どのような構成原
理によって体系化したらよいのかについ
て一つの構想を提示した。そこでの要点は，
教科内容を「存在」の次元と「価値」の次
元とに区別し，存在の次元における「空間
系」と「時間系」とを区別し，価値の次元
での価値規準の枠組として人格と公共善
を措定したうえで，それらの相互関係のう
えに教科の内容の体系性を構成するとい
う構想であり，それら存在および価値の次
元の概念的認識を基盤にして，教科内容を
深く理解し，子どもの「より良く生きる」
力を育み，社会参加への実践を促すという
基本的方向性を示した。 
②空間系の社会科の教科内容構成に関し
ては，教員養成系大学・学部における GIS
教育の内容について分析を行い，教員養成
系においては過半数の大学・学部で GIS 教
育が行われているものの，GIS 教育に割く
授業時間数が少ないという現状が明らか
になっており，また，教員養成系大学にお
ける授業実践の分析からは，GIS ソフトで
主題図を作製することにより，社会系各分
野の概念を総合的に用いた思考を促す可
能性があるという示唆を得た。社会科的思
考は，言葉（概念）や図表を通して，複雑
な社会現象を「空間的に視覚化する」こと
で，対象化・相対化するという特徴をもっ
ていることを明らかにし，その意味で GIS
の設計思想は，地理教育を超えて活用でき
る可能性を秘めていることを指摘した。防
災教育における地理教育の役割に関して，
防災・減災において重要となる知識理解の
内容構成として，人と自然のかかわりとし
ての「災害」の科学的な理解，地域の特徴
としての災害の理解，災害の歴史性の認識
を指摘し，これらの内容を学習するうえで，
社会科・地理の役割が大きいことを明らか
にした。地域的観点を育成する授業案に関
して，地理学における地域的観点を整理し
たうえで，上越教育大学・学校教育学部で
の授業例を踏まえて，どのように地誌学に
おいて地域的観点を身につけさせるかの
授業実践例を分析した。 
③時間系の社会科の教科内容構成に関し
て，日本列島では大きな地震が頻発してお



り人々の地震に関する関心も高いという現
状をふまえて，寛延４年（宝暦元年）の高田
地震を素材に授業案を開発した。この授業案
では，日本史を専攻していない学生にも比較
的容易に理解できるように，家屋倒壊率を示
した史料をベースに展開した。21 世紀型の思
考力を教員養成系大学という場でいかに育
成すべきかという課題について，個別専門の
研究者としての教員が，自己言及的に研究体
験記述を教科内容学的に学知化して提示す
る作業が必要ではないかという視点から，研
究分担者の個別専門である日本近現代史・地
域社会史での「鎮守の森」をめぐる自身の研
究体験について，歴史的思考力の発動を軸に，
それを社会科的思考力の体系性・理論性のも
とで記述する試みを提示した。その結果，思
考力の育成のためには内容知を授業に反映
させるだけでは完結せず，そのうえでの定着
過程としての「実習」的な過程が不可欠では
ないかという示唆を得た。「世界史」の教科
内容の構成の視座に関して，教員養成課程に
おける社会科の教科内容の構成を研究する
という課題を，教科専門の教員自身，教科専
門を学ぶ学生自身，その学生が将来教えるこ
とになる子ども自身という三者関係を前提
としてそれぞれの世代の時代的・地域的制約
を考慮しつつ，学びつつ教える主体の自己組
織化への動機を喚起するという課題として
逆照射したうえで，研究分担者がたどった世
界史像の形成過程および教科専門科目「世界
史研究入門」の授業構成および教材研究の内
容を言語化し，概念的に把握することを試み
た。 
④価値次元の社会科の教科内容構成では，価
値の次元を土台にして社会科の内容を構成
するために「宗教とは何か」という問いを主
題にして，この難問が，浜田広介の有名な童
話『泣いた赤おに』によって簡単に読み解く
ことができることを示し，その読み解きを足
場にして宗教への視点を広げることにより，
社会科の内容に深みが加えられる可能性に
ついて検討した。また，教員養成大学におけ
る経済・経済学教育の目的を，経済学的な見
方・考え方にもとづいた責任ある市民を育て
るための能力を育成することであるとし，そ
のためには市場経済社会の仕組みの理解や
合理的意思決定というスキルだけでなく，公
民的資質としての価値判断や倫理的問題を
扱うとともに，隣接する学問分野のもつ固有
の価値や考え方を比較的にとらえることが
必要であるという観点から，上越教育大学で
の実践を通じて，これら内容を扱う方法とし
てゲーミング・シミュレーションの活用法に
ついて開発した。また，教員免許取得におけ
る必修科目とされている「日本国憲法」の講
義に、教科や教職に関する観点だけでなく、
「思考力」を育成する一般教育・リベラルア
ーツ（学芸）教育の観点を導入する試みを検
討し、それを通じて教員養成課程における教
科専門の役割や意義について考察した。 

⑤社会科教育学の観点から教科内容のあ
り方について，日本ではコンピテンシー重
視のベクトルで教員養成改革が進んでい
ることを念頭において，同改革を先導して
きた欧州教育界で知識を再評価する「知識
への転回」が進みつつある事情を解明した。
具体的には，2008 年の M.ヤングの『知識
を取り戻す』および国際カリキュラム学術
誌『カリキュラムジャーナル』の 2011 年
の「教科内容知識」特集号に代表されるこ
の潮流の中で，国際地理教育研究界では A.
センのケイパビリティ論をも援用した教
科固有の知識論・教員養成論ならびに国際
共同研究プロジェクトがイギリスを中核
に展開しており，本研究課題は，これら国
際研究動向と親和的であることを明らか
にした。さらに，歴史教育における自国史
と世界史を考察する前提として外国史の
持つ意味を確認するために，戦前の小学校
国定日本史教科書において外国史がいか
なる役割を担ったのかを分析した結果，戦
前の外国史は危険視されつつも，いかに日
本史教育に組み込むべきかが議論されて
きた一方で，教科書での外国史記述は日本
史教育の強化に従って日本史への従属の
度合いが増していったことを明らかにし
た。そのうえで，世界史とは峻別されたか
たちでの外国史を使った歴史教育が存在
しうることを今後の歴史教育を検討する
際の前提とすべきであるという示唆が得
られた。社会科教育における価値教育の規
範的研究に関して，近年の日本では学びの
質の転換にともなうコンピテンシー（資
質・能力）の育成に重きをおく教育が目指
されており，そこでは，子どもの価値観形
成に関わる教育が想定されていることを
念頭において，近年の社会科教育（公民教
育）における価値教育の現状と課題を踏ま
えながら，子どもの価値観形成を目途とす
る社会科教育（公民教育）における価値教
育の在り方について検討し，子どもの精神
的自由の保障の観点から価値教育の必要
性に言及するために法学での議論を参考
にすべきであることを指摘した。 
 海外の研究者による専門的知識の提供
としては， 2017 年 6月 21 日,Ｌ.ボガトヴ
ァ（ロシア・カザン連邦大学教授）「社会
科の新しい教科内容構成のための社会哲
学・ジェンダー研究・生命倫理」（上越教
育大学）など，サンクトペテルブルク国立
大学（ロシア），カザフスタン国立大学（カ
ザフスタン），ナイロビ大学（ケニア），カ
レル大学（チェコ），ブルノ工科大学（チ
ェコ），ヘルシンキ大学（フィンランド），
アイルランド国立大学（アイルランド），
アメリカ地理学会（合衆国）の研究者から
レビューを受けて研究内容について検証
し，次のことが明らかにした。すなわち，
グローバル化時代における知識基盤型社
会の構築という課題に応えるために社会



科の教科内容は，空間・時間上の存在様式の
「認識」形成と同時に人格と公共善意の枠組
のなかで実現される子どものよりよく生活
する能力の育成を重視し，将来に向けての課
題と理念・理想を見すえて生活実践・社会参
加の形態を重視した「行為する」ことに焦点
をすえた内容構成を重視すべきことを明ら
かにした。 
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